
◎成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るため

の関係法律の整備に関する法律 
（令和元年六月一四日法律第三七号）   

一、提案理由（令和元年五月一五日・衆議院内閣委員会） 

○宮腰国務大臣 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係

法律の整備に関する法律案につきまして、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上

げます。 

 本法律案は、成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づく措置として、成年被後

見人等の人権が尊重され、成年被後見人等であることを理由に不当に差別されないよう、

成年被後見人等に係る欠格条項その他の権利の制限に係る措置の適正化等を図ることを

目的としたものです。 

 次に、本法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 本法律案は、成年被後見人等を資格、職種、業務等から一律に排除する規定等を設け

ている各制度について、心身の故障の状況を個別的、実質的に審査し、制度ごとに必要

な能力の有無を判断する規定へと適正化するとともに、所要の規定を整備するものです。 

 このほか、施行期日及びこの法律の施行に関し必要な経過措置等について規定するこ

ととしております。 

 以上が、本法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願い申し上げます。 

二、衆議院内閣委員長報告（令和元年五月二一日） 

○牧原秀樹君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づく措置として、成年被後見人

等の人権が尊重され、成年被後見人等であることを理由に不当に差別されないよう、国

家公務員法等において定められている成年被後見人等に係る欠格条項その他の権利の制

限に係る措置の適正化等を図るものであります。 

 本案は、第百九十六回国会に提出され、継続審査に付されていたもので、今国会では、

去る一月二十八日本委員会に付託され、五月十五日宮腰国務大臣から提案理由の説明を

聴取し、十七日に質疑を行いました。 

 質疑終局後、本案に対し、自由民主党、立憲民主党・無所属フォーラム及び公明党の

共同提案により、建築基準法の改正規定の一部及び建築士法の改正規定の一部の施行期

日を平成三十年十二月一日から令和元年十二月一日に改めること等を内容とする修正案

が提出され、趣旨の説明を聴取いたしました。 

 次いで、採決の結果、修正案及び修正部分を除く原案はいずれも全会一致をもって可

決され、本案は修正議決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 



 以上、御報告申し上げます。 

〇委員会修正の提案理由（令和元年五月一七日） 

○平委員 ただいま議題となりました成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化

等を図るための関係法律の整備に関する法律案に対する修正案につきまして、提出者を

代表して、その趣旨を御説明申し上げます。 

 政府原案は、昨年の三月十三日に提出されたものでありますが、想定していた施行期

日を既に過ぎてしまった部分があるため、本修正案を提出した次第であります。 

 本修正案の主な内容でございますが、建築基準法の改正規定の一部及び建築士法の改

正規定の一部の施行期日を、平成三十年十二月一日から令和元年十二月一日に改めるこ

ととしております。 

 以上が、本修正案の趣旨であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

〇附帯決議（令和元年五月一七日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切に対応すべきである。 

一 障害者の権利に関する条約第十二条の趣旨に鑑み、成年被後見人等の自己決定権が

最大限尊重されるよう、現状の問題点の把握を行い、それに基づき、必要な社会環境

の整備等を図ること。 

二 障害者の権利に関する条約第三十九条による障害者の権利に関する委員会からの提

案及び一般的な性格を有する勧告が行われたときには、障害者を代表する団体の参画

の下で、当該提案及び勧告に基づく現状の問題点の把握を行い、必要な措置を講ずる

こと。 

三 成年後見人等の事務の監督体制を強化し、成年後見人等による不正行為の防止をよ

り実効的に行うため、家庭裁判所、関係行政機関及び地方公共団体における必要な人

的体制の整備その他の必要な措置を十分に講ずること。 

四 成年後見制度利用促進専門家会議等を始めとして、障害者の権利に関する条約の実

施及びその監視に当たっては、同条約第四条第三項及び第三十三条第三項の趣旨に鑑

み、障害者を代表する団体の参画を一層推進していくこと。 

五 障害者を代表する団体からの聴き取り等を通じて成年被後見人、被保佐人及び被補

助人の制度利用に関する実態把握を行い、保佐及び補助の制度の利用を促進するため、

必要な措置を講ずること。 

六 本法による改正後の諸法において各資格等の欠格事由を省令で定めることとされて

いる場合には、障害者の権利に関する条約や障害者差別解消法に抵触することのない

ようにするとともに、その制定に当たっては、障害者の意見が反映されるようにする

こと。 

七 障害者の社会参加におけるあらゆる社会的障壁の除去のための合理的配慮の提供に

ついて今後も検討を行うこと。 



八 本法成立後も「心身の故障」により資格取得等を認めないことがあることを規定し

ている法律等について、当該規定の施行状況を勘案し今後も調査を行い、必要に応じ

て、当該規定の廃止等を含め検討を行うこと。 

三、参議院内閣委員長報告（令和元年六月七日） 

○石井正弘君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づく措置として、成年被後

見人及び被保佐人の人権が尊重され、成年被後見人又は被保佐人であることを理由に不

当に差別されないよう、国家公務員法等において定められている成年被後見人又は被保

佐人に係る欠格条項その他の権利の制限に係る措置の適正化等を図ろうとするものであ

ります。 

 なお、衆議院において、建築基準法の改正規定の一部及び建築士法の改正規定の一部

の施行期日を平成三十年十二月一日から令和元年十二月一日に改めること等を内容とす

る修正が行われております。 

 委員会におきましては、各資格等における適切な個別審査の在り方、成年後見制度の

利用が進まない理由及び運用上の課題、成年後見制度の利用促進に資する地域連携ネッ

トワーク及び中核機関の役割等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によ

って御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和元年六月六日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一 成年後見制度の利用促進を図るため、地域連携ネットワークの整備等、同制度の利

用者や親族後見人等を支援する体制を構築することにより、利用者の意思決定支援・

権利擁護及び不正の発生の未然防止を図るとともに、制度の運用上の課題の把握・開

示、関係機関における情報共有など、制度の透明性を高めるよう努めること。 

二 成年後見制度を、同制度の利用者がメリットを実感できるものとするため、高齢者

及び障害者の特性に応じた意思決定支援の在り方などを始めとした制度全般の運用等

に係る検討において、高齢者及び障害者の意見が反映されるようにすること。 

三 成年後見人等の事務の監督体制を強化し、成年後見人等による不正行為の防止をよ

り実効的に行うため、家庭裁判所、関係行政機関及び地方公共団体における必要な人

的体制の整備その他の必要な措置を十分に講ずること。 

四 市区町村が実施する成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本計画の

策定や、地域連携ネットワークの構築に資する中核機関の整備などの取組に対し、適



切な支援を講ずること。 

五 障害者の権利に関する条約第十二条の趣旨に鑑み、成年被後見人等の自己決定権が

最大限尊重されるよう、現状の問題点の把握を行い、それに基づき、必要な社会環境

の整備等を図ること。 

六 障害者の権利に関する条約第三十九条による障害者の権利に関する委員会からの提

案及び一般的な性格を有する勧告が行われたときには、障害者を代表する団体の参画

の下で、当該提案及び勧告に基づく現状の問題点の把握を行い、関連法制度の見直し

を始めとする必要な措置を講ずること。 

七 成年後見制度利用促進専門家会議等を始めとして、障害者の権利に関する条約の実

施及びその監視に当たっては、同条約第四条第三項及び第三十三条第三項の趣旨に鑑

み、障害者を代表する団体の参画を一層推進していくこと。 

八 障害者を代表する団体からの聴き取り等を通じて成年被後見人、被保佐人及び被補

助人の制度利用に関する実態把握を行い、保佐及び補助の制度の利用を促進するため、

必要な措置を講ずること。 

九 本法による改正後の諸法において各資格等の欠格事由を省令で定めることとされて

いる場合には、障害者の権利に関する条約や障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律に抵触することのないようにするとともに、その制定に当たっては、障害者

の意見が反映されるようにすること。 

十 障害者の社会参加におけるあらゆる社会的障壁の除去のための合理的配慮の提供に

ついて今後も検討を行うこと。 

十一 本法成立後も「心身の故障」により資格取得等を認めないことがあることを規定

している法律等について、当該規定の施行状況を勘案し今後も調査を行い、必要に応

じて、当該規定の廃止等を含め検討を行うこと。 

  右決議する。 

 


